
平成21年6月26日
大阪市中央区備後町二丁目２番１号

株 式 会 社 り そ な 銀 行
代表取締役社長 岩田 直樹

連 結 貸 借 対 照 表（平成21年3月31日現在）

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

1,066,904 預 金 19,488,172

412,198 譲 渡 性 預 金 1,400,690

39,936 コールマネー及び売渡手形 288,154

506,056 売 現 先 勘 定 779,457

4,603,527 特 定 取 引 負 債 123,270

17,456,269 借 用 金 544,569

72,403 外 国 為 替 7,394

800,628 社 債 510,258

233,712 信 託 勘 定 借 345,877

建 物 74,945 そ の 他 負 債 575,354

土 地 142,881 賞 与 引 当 金 6,347

リ ー ス 資 産 370 退 職 給 付 引 当 金 0

建 設 仮 勘 定 1,933 そ の 他 の 引 当 金 15,399

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 13,581 繰 延 税 金 負 債 0

39,476 再評価に係る繰延税金負債 30,914

ソ フ ト ウ エ ア 6,507 支 払 承 諾 465,031

リ ー ス 資 産 30,579 負 債 の 部 合 計 24,580,892

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 2,389 （　純  資  産　の　部　）

221,588 資 本 金 279,928

465,031 資 本 剰 余 金 404,408

△ 285,607  利 益 剰 余 金 195,263

株 主 資 本 合 計 879,601

その他有価証券評価差額金 △ 11,176

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 22,313

土 地 再 評 価 差 額 金 41,992

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 4,363

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 48,766

少 数 株 主 持 分 122,865

純 資 産 の 部 合 計 1,051,233

25,632,126 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 25,632,126

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

資 産 の 部 合 計

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

有 価 証 券

貸 出 金

第 ７ 期    決  算  公  告

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形

外 国 為 替



平成 20年  4月  1日から

 平成 21年  3月 31日まで
 

（単位：百万円）

　　科　　　　　　目 金 額

621,158

437,845

貸 出 金 利 息 361,632

有 価 証 券 利 息 配 当 金 35,303

コールローン利息及び買入手形利息 8,748

債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息 90

預 け 金 利 息 10,272

そ の 他 の 受 入 利 息 21,796

7,181

93,511

20,299

32,369

29,951

587,143

97,805

預 金 利 息 50,651

譲 渡 性 預 金 利 息 9,553

コールマネー利息及び売渡手形利息 4,686

売 現 先 利 息 1,349

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 283

借 用 金 利 息 2,739

社 債 利 息 24,192

そ の 他 の 支 払 利 息 4,349

43,269

251

8,398

222,411

215,007

そ の 他 の 経 常 費 用 215,007

34,015

137,818

105,099

15,197

17,521

0

4,588

1,253

3,334

167,246

12,125  

△ 4,295 

66,376  

74,206

5,208

87,830

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

特 定 取 引 費 用

そ の 他 業 務 費 用

   連 結 損 益 計 算 書

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

信 託 報 酬

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

減 損 損 失

そ の 他 の 特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 損

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

過 年 度 法 人 税

法 人 税 等 合 計



 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいております。 

 

（連結財務諸表の作成方針） 

 

（1）連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等                 5 社 

主要な会社名 

P.T.Bank Resona Perdania 

 

② 非連結の子会社及び子法人等 

主要な会社名 

Asahi Servicos e Representacoes Ltda. 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に

見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態

及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 
 

（2）持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等はありません。 

 

② 持分法適用の関連法人等                       4 社 

主要な会社名 

りそな保証株式会社 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

 

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

主要な会社名 

Asahi Servicos e Representacoes Ltda . 
 

④ 持分法非適用の関連法人等はありません。 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持

分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表

に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。 
 

（3）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

  12 月末日    4 社 

   3 月末日    1 社 

 

② 連結される子会社及び子法人等は、それぞれの決算日の財務諸表により連結しております。 

なお、連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っております。 

 

（4）開示対象特別目的会社に関する事項 

当社では、住宅ローン債権に係る信用リスクの削減などを目的として、過去に特別目的会社を利用して住宅

ローン債権の流動化を実施いたしました。特別目的会社は、英国領ケイマン諸島に設立された会社です。当該



流動化において、当社は住宅ローン債権を特別目的会社に譲渡し、特別目的会社は譲受けた債権を裏付けに社

債を発行して調達した資金をローン債権の購入代金として当社に引渡しております。 

当連結会計年度末における開示対象特別目的会社は１社で、当該特別目的会社の直近の決算日における資産

総額は 4,960 百万円、負債総額は 4,979 百万円です。なお、当該特別目的会社について、当社グループでは議

決権のある株式等は有しておらず、役員や従業員の派遣もありません。 

当連結会計年度における特別目的会社との取引金額等は以下の通りです。 

 当連結会計年度末残高          

譲渡資産（住宅ローン債権） 3,460 百万円 

譲渡資産に係る劣後債権 2,251 百万円 

（注）信託報酬及び分配益などの損益取引は、重要性が乏しいため記載しておりません。 

 

（5）連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

 

 

 会計処理基準に関する事項 

（１）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用し

て利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結

貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計

算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。  

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価により、ス

ワップ・先物・オプション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により

行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債

権等については前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前連

結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

（２）有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の

非連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他

有価証券で時価のあるもののうち株式については主として連結決算日前 1 ヵ月の市場価格の平均に基づいて算

定された額に基づく時価法、それ以外については連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平

均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

（４）固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産（リース資産を除く） 

当社の有形固定資産の減価償却は、建物については定額法、動産については定率法を採用しております。ま



た、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建  物     2年～50年 

その他     2年～20年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法

により償却しております。 

   ②無形固定資産（リース資産を除く） 

         無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、当社並びに 

   連結される子会社及び子法人等における利用可能期間（主として5年）に基づく定額法により償却しておりま 

す。 

   ③リース資産 

          所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっ

ております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と

し、それ以外のものは零としております。 

          なお、所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産と同一の方法によ

り償却しております。 

（５）貸倒引当金の計上基準 

当社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及び

それと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、下記直接減額後の帳簿

価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破

綻懸念先」という。）及び今後の管理に注意を要する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の

元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当

該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法

（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して

おります。 

また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当

勘定として計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証に

よる回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金

額は 384,581 百万円であります。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と

認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ

引き当てております。 

（追加情報） 

当社の貸倒引当金については、破綻懸念先のうちキャッシュ･フロー見積法を適用しない債務者に係る債権に



ついて、従来、債権額から担保の処分可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判

断し必要と認められる額を計上しておりましたが、当連結会計年度において当該債権に対する引当額と貸倒実

績の乖離が判明し、その要因分析等の結果、貸倒実績率に基づく貸倒引当金の計上がより合理的と判断された

ため、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。この変更によ

り、税金等調整前当期純利益は、従来の方法によった場合に比べ 19,751 百万円増加しております。 

（６）賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への業績インセンティブ給与の支払いに備えるため、従業員に対する業績インセンテ

ィブ給与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

（７）退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方法は以下

のとおりであります。 

過去勤務債務       発生年度に一括して損益処理 

数理計算上の差異   各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

（８）その他の引当金の計上基準 

その他の引当金は、将来発生が見込まれる費用または損失について合理的に見積もることができる金額を計

上しております。 

主な内訳は次のとおりです。 

信託取引損失引当金                10,906百万円 

当社が受託者として管理・運用している元本補填契約のない信託取引について、将来発生する可

能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。 

預金払戻損失引当金                 2,510百万円 

負債計上を中止した預金について、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、計上して

おります。 

信用保証協会負担金引当金           1,200百万円 

信用保証協会の責任共有制度導入等に伴い、将来、負担金として発生する可能性のある費用を見

積り計上しております。 

（９）特別法上の引当金の計上基準 

特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金であり、受託等をした市場デリバティブ取引に関して生じた

事故による損失の補填に充てるため、金融商品取引法第 48 条の 3第 1項及び金融商品取引業等に関する内閣府

令第 189 条の規定に定めるところにより算出した額を計上しております。 

（１０）外貨建資産・負債の換算基準 

当社の外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す関連法人等株式を除き、主として連結

決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により換算

しております。 

（１１）リース取引の処理方法 

当社の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年 4月 1日前に開始する



連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

（１２）重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) 金利リスク・ヘッジ 

当社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基

準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種

別監査委員会報告第 24 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法につ

いては、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワ

ップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フロ

ーを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評

価をしております。 

また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品

会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）

を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体

で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ

手段の残存期間・想定元本金額に応じ平成 15 年度から最長 10 年間にわたって、資金調達費用又は資金運用収

益として期間配分しております。 

なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は 399 百万円（税効果額控除前）、

繰延ヘッジ利益は 1,051 百万円（同前）であります。 

(ﾛ) 為替変動リスク・ヘッジ 

当社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨

建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。

以下「業種別監査委員会報告第 25 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価

の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替

スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジシ

ョン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有

価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在しているこ

と等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。 

(ﾊ) 連結会社間取引等 

デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以外の勘定との間又は内部部門間の内部取引に

ついては、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査委

員会報告第 24 号及び同第 25 号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取

引の基準に準拠した運営を行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及

び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理を行っております。 

なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行って

おります。 

（１３）消費税等の会計処理 

当社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 



（１４）連結納税制度の適用 

当社は株式会社りそなホールディングスを連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会社として、連

結納税制度を適用しております。 

 

 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第 18 号平成 18 年 5月

17 日）が平成 20 年 4 月 1 日以後開始する連結会計年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度

から同実務対応報告を適用しております。なお、これによる影響はありません。 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、｢リース取引に関する会計基準｣（企業会計基準第 13 号平成 19 年 3月 30 日）及び｢リース取引に関す

る会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第 16 号同前）が平成 20 年 4月 1日以後開始する連結会計年度から

適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指針を適用しております。 なお、こ

れによる影響は軽微であります。 

 

 

 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式及び出資総額（連結子会社及び連結子法人等の株式及び出資を除く） 

  41,879百万円 

２．無担保の消費貸借契約により貸し付けている有価証券はありません。無担保の消費貸借契約により借り入れて

いる有価証券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券はありません。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は70,408百万円、延滞債権額は268,648百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又

は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第1項

第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

４．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は19,740百万円であります。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は102,280百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支



払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債

権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は461,077百万円でありま

す。 

なお、上記３.から６. に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

７．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた

銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分でき

る権利を有しておりますが、その額面金額は151,256百万円であります。 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産   

 特定取引資産 159,804 百万円 

 有価証券 2,898,507  

 貸出金 100,481  

その他資産 3,952  

担保資産に対応する債務   

 預金 125,586 百万円 

売現先勘定 779,457  

借用金 530,400  

上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券752,461

百万円及びその他資産122,654百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は1,194百万円、敷金保証金は17,988百万円であります。 

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、6,214,132百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のも

の又は任意の時期に無条件で取消可能なものが5,997,800百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず

しも当社並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありませ

ん。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当社並びに

連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる

旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほ

か、契約後も定期的に予め定めている手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信

保全上の措置等を講じております。 

１０．株式会社あさひ銀行及び株式会社奈良銀行より継承した事業用の土地については、土地の再評価に関する法律

（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上しております。 

 

 

 

 

 



再評価を行った年月日     平成10年3月31日 

同法律第3条第3項に定める再評価の方法       土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日 

                                           公布政令第119号）第2条第1号に定める地価公示法に 

                                           より公示された価格（平成10年1月1日基準日）に基づ 

                                           いて、地点の修正、画地修正等、合理的な調整を行って 

                                           算出しております。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業

用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額      25,131百万円 

１１．有形固定資産の減価償却累計額          134,128百万円 

１２．有形固定資産の圧縮記帳額               37,381百万円 

１３．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金5,000百万円が含

まれております。 
１４．社債には、劣後特約付社債 508,332百万円が含まれております。 

１５．元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託 410,635百万円であります。 

１６．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する保証債務の額

は299,034百万円であります。 

１７．1株当たりの純資産額        △50円 61銭 

１８．連結貸借対照表に計上したリース資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転外ファイナンス・リ

ース契約により使用しております。 

１．取得価額相当額     有形固定資産   7,747 百万円 

２．減価償却累計額相当額  有形固定資産   5,069 百万円 

３．期末残高相当額     有形固定資産   2,678 百万円 

４．未経過リース料     １年内          1,397 百万円 

期末残高相当額     １年超         1,682 百万円 

合計          3,079 百万円 

５．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料    1,744 百万円 

減価償却費相当額  1,675 百万円 

支払利息相当額     104 百万円 

６．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

７．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法

については、利息法によっております。 

なお、無形固定資産のリース資産として計上しているもの以外に、ソフトウエアのリース取引と役務提供取

引が一体化されているシステムアウトソーシング契約により、支払金額が確定している将来費用の総額は、

19,359 百万円であります。 

 

 



 

１９．当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

退職給付債務 △278,792 百万円 

年金資産（時価） 396,064  

未積立退職給付債務 117,272  

未認識数理計算上の差異 23,173  

連結貸借対照表計上額の純額 140,446  

前払年金費用 140,446  

退職給付引当金 △0  

２０．銀行法施行規則第17条の5第1項第3号ロに規定する連結自己資本比率(国内基準)は9.99％であります。 

 

 

（連結損益計算書関係） 

１．「その他経常収益」には、株式等売却益12,161百万円を含んでおります。 

２．「その他の経常費用」には、貸出金償却162,537百万円、株式等売却損24,219百万円、株式等償却21,846百万円

を含んでおります。 

３．1株当たり当期純利益金額              1 円 68 銭 

４．潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額     1 円 13 銭 

 

 



（有価証券関係） 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券及び短期社債、「買入金銭債権」中の

信託受益権を含めて記載しております。 

 

１．売買目的有価証券（平成 21 年 3月 31 日現在） 

 連結貸借対照表計上額 
当連結会計年度の損益に

含まれた評価差額 

 （百万円） （百万円） 

売買目的有価証券 353,437 265 
 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 21 年 3月 31 日現在） 

  
 

連結貸借 

対照表計上額 
時価 差額 

うち益 うち損 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 
国債 80,439 81,570 1,130 1,130 － 

（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

３．その他有価証券で時価のあるもの （平成 21 年 3月 31 日現在） 

  
 取得原価 

連結貸借 

対照表計上額 
評価差額 

うち益 うち損 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 
株式 270,874 294,713 23,839 50,496 26,656 

債券 3,777,510 3,738,173 △39,337 277 39,615 

国債 3,493,957 3,454,712 △39,245 3 39,248 

地方債 106,215 106,119 △95 128 223 

社債 177,338 177,341 2 146 143 

その他 40,397 37,485 △2,912 2,221 5,133 

合  計 4,088,782 4,070,372 △18,410 52,995 71,405 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、株式については主として当連結会計年度末前１ヵ月の市場価格の平均

に基づいて算定された額により、また、それ以外については、当連結会計年度末日における市場

価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落し

ており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価を

もって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下、

｢減損処理｣という。）しております。 

    当連結会計年度における減損処理額は、15,612百万円であります。 

    また時価が｢著しく下落した｣と判断するための基準は、償却・引当基準の自己査定による有価証

券発行会社の債務者区分に従い、次のとおりとしております。 

    正常先：原則として時価が取得原価に比べて50％以上下落 

    要注意先、未格付け先：時価が取得原価に比べて30％以上下落 



    破綻先、実質破綻先、破綻懸念先：時価が取得原価に比べて下落 

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 20 年 4月 1日  至 平成 21 年 3月 31 日） 

 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

 （百万円） （百万円） （百万円） 

その他有価証券          25,871,969              39,050            32,617 

 

５．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 21 年 3月 31 日現在） 

 金額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 50,355 

非上場内国債券 322,134 

 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成 21 年 3月 31 日現在） 

 

 
1 年以内 1 年超 5年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 
債券 1,512,818 1,937,176 464,620 226,132 

国債 1,425,260   1,444,385 439,373 226,132 
地方債 － 90,653 15,466 － 
社債 87,557 402,138 9,780 － 

その他 9,729 11,632 11,339 16,131 
合  計 1,522,547 1,948,809 475,959 242,263 

 

 



（重要な後発事象） 

 

平成20年12月19日に当社の親会社である株式会社りそなホールディングス、当社及びりそな信託銀行株式会社

（ともに株式会社りそなホールディングスの100％子会社）が締結した合併契約に基づき、当社とりそな信託銀行

株式会社は、平成21年4月1日付で合併いたしました。 

 

１．合併の目的 

当社とりそな信託銀行株式会社が有する信託機能の強化、専門性の維持・向上を通じ、お客さまにご提供す

るサービスレベルを高め、グループ価値の向上を図ることを目的としております。 

２．合併の方法、合併後の会社の名称 

当社を吸収合併存続会社、りそな信託銀行株式会社を吸収合併消滅会社とし、合併後の会社の名称は株式会

社りそな銀行であります。 

３．りそな信託銀行株式会社の主な事業の内容、規模等 

事業の内容  銀行・信託業務 

経常収益    35,933百万円（平成21年3月期） 

当期純利益   9,163百万円（同上） 

総資産      61,455百万円（平成21年3月31日現在） 

総負債      25,584百万円（同上） 

資本金      10,000百万円（同上） 

純資産      35,871百万円（同上） 

４．実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）に定める共通支配下の取引として会計処

理いたします。 

 




